早稲田大学法学部　中島　徹ゼミ
住民基本台帳ネットワークシステム　政府（肯定）側　立論
【論題】
　「自己情報コントロール権を保障している条例をもつ自治体は、住民基本台帳法の定めに従い、住民基本台帳ネットワークに参加する義務を負うか。また、当該自治体の住民はどうか。国際的基準なども視野に入れつつ、憲法上の論点を中心に論ぜよ。また、住民が自己情報の中止請求および住民票コードの消去請求を行った場合、各請求は認められるか。」
政府（肯定）側は上記の論題に対し、以下の３点を主張・立証する。
自治体は住基ネットに参加する義務を負う。
自治体住民は住基ネットにより本人確認情報が利用されることを受忍しなければならない。
自治体住民による住民票コードの削除請求は認められない。
Ⅰ．個人情報の保護の性質

　個人は、個人が道徳的自律の存在として、自ら善であると判断する目的を追求して、他者とコミュニケートし、自己の存在に関わる情報を開示する範囲を選択できる権利として理解されるべき
「情報プライヴァシー権」を有するため、公権力が個人の意思に反して、個人の道徳的自律の存在にかかわる「プライヴァシー固有情報」を、取得し、利用し、あるいは対外的に開示することは原則として禁止される。しかし、個人の道徳的自律の存在に直接かかわらない外的事項に関する「プライヴァシー外延情報」については、正当な政府目的のために、正当な方法を通じて取得・保有・利用をしても、直ちにプライヴァシー権の侵害とは言えず、悪用または集積され、個人の道徳的自律を侵害する場合に初めてプライヴァシー侵害の問題となる、とされる。

　しかし、上記のような自己の情報をコントロールする権利としてのプライヴァシー権が憲法上保障されているとしても、その内容は一義的には明らかにならず、立法による具体化なしには抽象的権利としての性格を有するにとどまり
、また、どのように具体化するかは第一義的には国の権能であると解すべきである。

　

Ⅱ．自治体の参加義務について

　住民基本台帳法は第３条
において、住民基本台帳の作成を自治体に義務付けており、第３０条の５および６において、市町村長が本人確認情報を都道府県および他の市町村に提供するべき旨を規定している
。

　また、地方自治法第１４条が普通地方公共団体は法令に反しない限りにおいて、第２条２項の事務に関し、条例を制定することができる、としている趣旨に照らせば、市町村の条例は国の法令および都道府県の条例に反しない限りにおいて有効であり
、それらの法規に適合するように解釈されなければならない
とされ、学説もこれを肯定する
。

一方、当該条例は、第１５条において、第８条に基づいて収集された個人情報について、法令の定めのある場合には本人の同意なく外部提供を可とする旨を規定している。また、電子計算組織の結合についても、第１７条は実施機関が特に必要と認めた場合には、結合を可とするべき旨を規定している。

当該条例のこれらの規定は、法令の定めがある場合のほか、一定の場合に個人情報の外部提供を行ったとしても住民の自己情報コントロール権の侵害とはならないことを示しており、その趣旨に照らせば、法令が外部提供を義務付ける場合に、自治体が住民の個人情報を提供することを拒む理由はない。

加えて、当該条例は第２９条において、他の法令によって自己の情報に関する手続きが定められている場合については適用しないとして、個人情報の保護手続きに関して、法令による先占を認めているため、国の個人情報保護法および行政機関個人情報保護法が成立している現在においては、法令と矛盾抵触する部分については適用を除外されるべきものと解される。

一方で、住基ネットは全国一律に行うことによって行政が効率化し、国民の利便性が向上し、コストを下げることにこそ意味があり
、電子政府の実現の土台となるものであるから、特に地方の実情に応じた対応をすべき性質を持つとは考えられておらず、また、住民に関する記録も全国で統一的に行われるべき要請が強いものであるから、その制度を定めることは国の権限に属し、なんら地方自治の制度的本質を害するものではない。

もとより、住基法の諸規定に加えて、行政機関個人情報保護法および個人情報保護法により個人情報の保護は図られており、技術的にも現在の水準において可能な限りのセキュリティが施され、国民のプライヴァシーが侵害されることのないよう、十分な措置が取られていることからすれば、住基ネットへの接続を希望する住民のプライヴァシー権までを援用し、一律に住基ネットへの参加の拒否を認めるべき理由はない。

　以上より、住民基本台帳法は、その文言上も、立法者の趣旨においても当該条例における個人情報の外部提供禁止の解除を要求しており、自治体は当該条例を根拠に住基ネットへの接続を拒否することは許されない。

Ⅲ．住民の受忍義務および利用中止請求について

　　住民基本台帳ネットワークは法定された正当な目的と方法に従って、民主的に統制された行政主体によって運営される以上、管理主体の規模が拡大化したにすぎず、従来の住民基本台帳と大きく異なるものではない。住基法は十分にプライヴァシー権と自己情報コントロール権に配慮しており、国際的にプライヴァシー保護に関する合理的な基準として認められている、いわゆるＯＥＣＤ原則に照らしても、住民基本台帳法第３０条の５でネットワークに提供される情報はいわゆる六情報
に限定されることで、収集される情報は制限されており、また、３０条の４７で自己の本人確認情報の開示、同４０でその訂正、同３で住民票コードの変更が請求できるなど、個人参加の原則にも十分配慮されている。また、安全保護の原則ならびに責任の原則に照らしても、住民基本台帳法３０条の２９以降で本人確認情報保護に関する詳細な規定を置いている
ほか、４２条で違反者に対し２年以下の懲役または１００万円以下の罰金を課す旨を定めており、技術的および人的側面からの保護策が講じられている他、３０条の３０および同３４・３６条で本人確認情報ならびに情報受領者の利用および提供の制限を定め、違反者には前述の罰則が適用される。また、個人データの存否ならびにデータ管理者の所在は全て公開されており、公開の原則ならびに利用制限も満たしていると解される等、全ての原則を十分に満たしている。

以上のとおり、住基ネットはOECD８原則
を満たしているため、ネットワーク化によるプライヴァシー侵害の危険の程度は最小限に抑えられている。
また、社会全体が高度に情報化し、個人の行動様式も広域化、多様化する今日にあっては、迅速かつ使い勝手のよい行政の対応を望む国民の期待はきわめて強いものとなっており、プライヴァシー侵害の危険性が合理的な範囲にとどまる限り、ネットワーク化は許容されるものと解するべきである。

また、当該条例は第２１条において、住民は第１５条の規定に反して自己情報の外部提供がされているときには外部提供の中止を請求することができる、としている。しかし、住基ネットへの接続は住民基本台帳法によって定められた市町村の義務であり、これは１５条２項の「法令に定めがあるとき」に該当する。よって、外部提供は認められ、住民が住基ネットへの参加を拒否し、または自己情報の「利用中止」を請求することは法令上の根拠を欠き、認められない。

Ⅳ．住民票コードの削除請求について

　諸外国の状況を検討すると、住民票コードは米国の社会保障番号（SSN）と類似している。ＳＳＮでは、連邦、州、自治体の機関はＳＳＮの提示を求めることが禁止されているが、私企業のＳＳＮの収集・使用を処罰する規定がないため、実際には幅広く提示が求められ、プライヴァシーの侵害が生じている。また、番号の重複が認められており、あるいは一人の人が複数の番号を持つことが禁止されておらず、さらに、過ちを防ぐための照合番号もないため、意図的に偽造されることもある。また、納税、年金、クレジット、公共料金の使用などに幅広く利用されるため、情報が流出したときの影響が大きい。

また、スウェーデンでは、個人識別番号（ＰＩＮ）が導入され、個人について、きわめて広範な情報収集が認められており、また、その一部は住民登録簿（ＳＰＡＲ）に記載され、一般に公開されている
。また、企業登録簿（ＢＡＳＵＮ）やＰＯＳＴＩＡＤＥＮと呼ばれるダイレクトメール専用名簿（任意登録）によっても広く個人情報が提供されている。

これらの事例に比較すると、住基法では様々な利用制限を置くとともに、本来の目的以外での住民票コードの告知を求めることを禁止しており
、利用される情報も六情報に限定されており、情報の名寄せも禁止されている。指定情報管理機関の役員、職員に守秘義務が負わされているのみならず、加重処罰が規定されている
。また、民間企業での利用は禁止されており、罰則も存在する。また住民表コードは無作為の番号であり、住民からの申請によりいつでも変更可能である
上、番号の重複や二重取得がないものとされている
ため、偽造や番号間違いがおきる最小限に抑えられている。

よって、前記のような措置が講じられている以上、住民票コードを利用することが個人の道徳的自律を阻害するということはできず、プライヴァシー侵害の危険性は最小限に抑えられているというべきであり、住民票コードの利用はプライヴァシー権の侵害とはいえないと解すべきである。

一方で、住民基本台帳法は第７条１３号において「氏名」「性別」「生年月日」に加えて「住民票コード」を住民基本台帳の記載事項としており、市町村は住民に住民票コードを割り振る義務を負っている
。

　また、第３０条の５は、住民基本台帳の記載事項のうちから通知項目を定めており、特定人または特定項目を削除することは認められない。

　さらに、当該条例が住民に自己の情報に関して削除の請求をすることを認めているのは、第２０条所定の場合に限られるが、住民票コードは適正に収集され、収集禁止情報にもあたらず、法令の定めに基づいて収集されるものであるため、削除の請求が認められるべき法令上の根拠を欠いている。

よって、住民票コードの削除請求は認められない。

Ⅴ．想定問答

Q.条例が憲法13条の保障する自己情報コントロール権を具体化した規定だとすると、形式的に法律が条例に優先するという主張は、憲法規定の実質的保障の見地からとりえないのではないか。

A.自己情報コントロール権の根底にあるプライヴァシーの保護は、憲法を具体化することによってはじめて保障することができる、私的生活領域を保障するものです。しかし、条例が最終的、一義的にプライヴァシー権を具体的に規定することはできません。憲法41条・９４条によって、「法律と条例という二つの立法権限が競合している場合であって、そして、その競合的立法権限の範囲内において、両者の間に衝突が生じたときに、法律が優先的に適用され」ます
。伝来説に基づいて、地方自治体の主権は国家によって与えられているからです。法が全国統一の参加を予定している趣旨を持つ場合
には、法律によってプライヴァシー権の具体化は先占されているといえます。立論でも申し上げたように、住基法はOECD原則により、安全性の最低基準は満たしています。そのような法律を無視して、条例によってネットワーク参加拒否を主張することは、法律論ではなく、政治的主張にすぎないのではないでしょうか。

Q.個人情報保護法が十分に整備されていない現状で、住民基本台帳ネットワークに接続することは、改正住基法36条の２に反するのではないか（杉並区長主張）。

A.現時点で個人情報保護法
および行政機関個人情報保護法
および独立行政法人個人情報保護法
が成立しており、これにより住基法の要求する「所要の措置」が講じられたと考えられます。また、個人情報保護に関しては、住民基本台帳法第4章の２第4節において、都道府県、指定情報処理機関、市町村、情報受領者等に対する禁止事項が規定されており、個人情報保護は万全といえます。さらに、36条の2は市町村長が運用に当たって留意すべき事項について述べたものであり、法制度の未整備が接続義務の免除根拠になるということは特に規定されていません。

Q.住民基本台帳は、市町村の自治事務（固有事務）である。本来市町村に属するものであるから、憲法の定める地方自治の本旨に則って、法律による条例の制限は最小限であるべきで、自治体のネットワークからの離脱は合法かつ合憲であるといえないか。

A.自治事務は、随意事務と法定自治事務（必要事務）に分類されます。随意事務はサービス給付や条例制定、法定自治事務には住民基本台帳・転出入届け受理・住民票の写し交付があります。つまり、住民基本台帳については、便宜上自治事務の形をとってはいますが、国の法律で全国的基準の定めがなされる種類のもので、法定受託事務に近い性質を持つものです
。よって、むしろ、地域の特性に配慮すべき（地自法245条の３）問題というよりは、国家機能性を優先すべき事務と考えられます。

Q.OECD原則は、本当に十分に満たされているのですか。また、その根拠を具体的に述べてください。

A.ＯＥＣＤ原則は十分に満たされています。

①収集制限の原則

住基法７条および30条の５によって限定列挙されています。 

同30条の43第2項　住民票コードの利用権限を有しない者は契約の相手方に対して住民票コードの告知を要求してはならないとの規定があります。

②データ内容の原則

同12条の３　「住民基本台帳の脱漏等に関する都道府県知事の通報」
同３０条の１１第８項　指定情報処理機関の正確な記録についての協力
③目的明確化の原則

同１条　記録の適正な管理、正確かつ統一的制度、住民の利便増進、行政の合理化。
④利用制限

同３０条の３０　本人確認情報の利用及び提供の制限
同３０条の３４　受領者の本人確認情報の利用及び提供の制限
⑤安全保護の原則

同第４章の２第４節　本人確認情報の保護

⑥公開の原則

市町村のパンフレット、法務省HP、新聞記事などに公開されています。
⑦個人参加の原則

３０条の３７　自己の本人確認情報の開示
３０条の４０　自己の本人確認情報の訂正
３０条の３　住民票コードの記載の変更請求
⑧責任の原則

関係者すべてに様々な義務を課し、通常よりも重い罰則を定めている
。
Q.住民基本台帳ネットによって、利便性が増すとのことだが、具体的にはどの程度の利便性か。また、それはプライヴァシーを危険にさらしてまで得るべき利便性といえるのか。

Ａ.ネットワーク化は、時間的・地理的制約をなくします。パスポート申請、恩給受給権調査、年金現況届、転出入等の際、住民票の写しの交付手数料（200～300円）の負担や住民票の写しの交付を受けるために市町村の窓口まで出かけていく必要がなくなりました。市町村では、住民票の写しの交付枚数が減る分、福祉等他の行政分野に職員を配置することが可能となります。また、全国どこの市町村でも住民票の写しが取得できます。時間も節約でき、行政コストも削減できます。住基ネットによって電子自治体化が促進されれば、行政運営の簡素化・効率化・透明化にも資することとなります。

Q.OECD安全保護の原則に関して、具体的な措置がとられていないのではないか。

Ａ.地方公共団体・指定情報処理機関・本人確認情報の受領者（行政機関）のシステム操作者には守秘義務が課されており、刑罰も加重的に課されています（住基法第６章、電気通信事業法１０４条）
。アクセスログも残りますので、懲戒解雇などの事実上の社会的制裁をも併せて考えると、合理的に考えて、職員がわずかな報酬のために個人情報を流出させる動機に乏しいと考えられます。

また、技術的には外部からの侵入防止のため、専用回線の利用、ファイアウォール、IDS（侵入検知装置）設置、通信を行う際のデータの暗号化、通信相手のコンピュータの正当性事前確認、万が一の際の「緊急時対応計画」によるネットワーク運営停止など、個人情報保護を最優先した運用がされています。

住基法36条の2
によって、それら最低限のセキュリティ保護に加えて、地方自治体が独自に個人情報の保護措置を採ることができます。

よって、安全保護の具体的措置は十分とられているといえます。

Q.当該条例１５条２項１号
は、法令に定めがあるときは、本人の同意がなくても、外部提供ができる旨定めているが、できると定めているだけで、外部提供が自治体に義務付けられているとまではいえないのでは。

A.条例１５条２項１号は、法令に定めがあるときは、本人の同意なしに外部提供をしたとしても、住民の自己情報コントロール権を侵害するものではないことを、条例上明文化しているものといえる。

Q.住民基本台帳法３７条の３７
は、いつ、誰が、いかなる目的で開示請求をしたのか特定できない。確認しようとすれば、ひとつひとつの機関に自己情報があるかどうかを確認しなければならず、実際問題不可能に近い。これでは、最低限の自己情報コントロール権も保障されていないのではないか。

A. OECD８原則の⑦個人参加の原則によれば、そうした措置で十分だとしています。また、たとえ個別照会になったとしても、開示請求の相手方・目的については法定されており、限定列挙となっているので、自己情報コントロール権の範囲内であると考えられます。

Q.住民基本台帳法３０条の４０
については（前述に同じ）。

A.調査を行うのは正確かつ適正な内容を担保するためであり、住民の自己コントロール権を奪う趣旨ではなく、むしろ保護するためである。

� 佐藤幸治　「憲法」ｐ453　「権利の内容はその内実が明確で同質的であることを本来の性質とするものと解され」る。


�　松井茂記「ジュリスト」　No.1168　ｐ87　（自己についての情報の開示や訂正という）「これらの権利は、政府に対し、個人情報の開示や訂正といった請求権としての性格を持つ。それゆえ、これらの権利は抽象的権利としての性格を持つにとどまり、原則としては法律や条令などで具体化されない限りは、実際に裁判所に訴えを提起して、開示や訂正を求めることはできないと解されている。」


�　第三条　市町村長は、常に、住民基本台帳を整備し、住民に関する正確な記録が行われるように努めるとともに、住民に関する記録の管理が適正に行われるように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。�　２　市町村長その他の市町村の執行機関は、住民基本台帳に基づいて住民に関する事務を管理し、又は執行するとともに、住民からの届出その他の行為に関する事務の処理の合理化に努めなければならない。


� 第三十条の五　市町村長は、住民票の記載、消除又は第七条第一号から第三号まで、第七号及び第十三号に掲げる事項（同条第七号に掲げる事項については、住所とする。以下この項において同じ。）の全部若しくは一部についての記載の修正を行つた場合には、当該住民票の記載等に係る本人確認情報（住民票に記載されている同条第一号から第三号まで、第七号及び第十三号に掲げる事項（住民票の消除を行つた場合には、当該住民票に記載されていたこれらの事項）並びに住民票の記載等に関する事項で政令で定めるものをいう。以下同じ。）を都道府県知事に通知するものとする。�　２　前項の規定による通知は、総務省令で定めるところにより、市町村長の使用に係る電子計算機から電気通信回線を通じて都道府県知事の使用に係る電子計算機に送信することによつて行うものとする。�　３　第一項の規定による通知を受けた都道府県知事は、総務省令で定めるところにより、当該通知に係る本人確認情報を磁気ディスクに記録し、これを当該通知の日から政令で定める期間保存しなければならない。�　（他の市町村への本人確認情報の提供）�　第三十条の六　市町村長は、他の市町村の市町村長その他の執行機関であつて条例で定めるものから条例で定める事務の処理に関し求めがあつたときは、条例で定めるところにより、本人確認情報を提供するものとする。


�　最高裁は、その条例の性質によって法令に違反するかどうかを判断しており、法律の規制の趣旨が全国一律の規制を目指す場合、条例は許されないとしている（徳島市公安条例判決　最大判昭和50年9月10日刑集29巻8号489頁）


� 住民基本台帳法は、主務大臣が都道府県知事は市町村長に対し、必要があると認めるときは、報告を求め、又は助言若しくは勧告をすることができるとしており（３１条２項）、また、地方自治法によれば、大臣が市町村の自治事務の処理について是正の要求ができ（245条の５　４項）、それを受けた市町村は、是正又は改善のための必要な措置を講じなければならない（同５項）。この他、助言又は勧告、資料の提出の要求、協議等が定められており（第１１章）、地方自治体が国の指導に従うべき趣旨が明文化されている。


� 憲法41条・９４条によって、「法律と条例という二つの立法権限が競合している場合であって、そして、その競合的立法権限の範囲内において、両者の間に衝突が生じたときに、法律が優先的に適用され」る（塩野宏　行政法Ⅲ p137）。伝来説（制度的保障説）に基づいて、地方自治体の主権は国家によって与えられている。法が全国統一の参加を予定している趣旨を持つ場合には、法律によってプライヴァシー権の具体化は先占されていると解すべきである。


�この法律は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）において、住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録その他の住民に関する事務の処理の基礎とするとともに住民の住所に関する届出等の簡素化を図り、あわせて住民に関する記録の適正な管理を図るため、住民に関する記録を正確かつ統一的に行う住民基本台帳の制度を定め、もつて住民の利便を増進するとともに、国及び地方公共団体の行政の合理化に資することを目的とする（住基法第１条）。


� 氏名、住所、生年月日、性別、住民票コードおよびその変更情報


� ３０条の２９　本人確認情報の安全確保　３０条の３1　職員の秘密保持義務、など


� １収集制限の原則２データ内容の原則3目的明確化の原則4利用制限の原則5安全保護の原則6公開の原則7個人参加の原則8責任の原則


� 記載される内容は、氏名、住所、住民登録番号等に加えて、子供の生年月日、全収入、不動産の課税評価額など。


� 住民基本台帳法第３０条の４２第１項～４項


� 住民基本台帳法第３０条の１７第１項


� 第三十条の三　住民基本台帳に記録されている者は、その者が記録されている住民基本台帳を備える市町村の市町村長に対し、その者に係る住民票に記載されている住民票コードの記載の変更を請求することができる。


� 第三十条の二　市町村長は、次項に規定する場合を除き、住民票の記載をする場合には、当該記載に係る者につき直近に住民票の記載をした市町村長が当該住民票に直近に記載した住民票コードを記載するものとする。�　２　市町村長は、新たにその市町村の住民基本台帳に記録されるべき者につき住民票の記載をする場合において、その者がいずれの市町村においても住民基本台帳に記録されたことがない者であるときは、その者に係る住民票に第三十条の七第一項の規定により都道府県知事から指定された住民票コードのうちから選択するいずれか一の住民票コードを記載するものとする。この場合において、市町村長は、当該記載に係る者以外の者に係る住民票に記載した住民票コードと異なる住民票コードを選択して記載するものとする。


�第三十条の二　市町村長は、次項に規定する場合を除き、住民票の記載をする場合には、当該記載に係る者につき直近に住民票の記載をした市町村長が当該住民票に直近に記載した住民票コードを記載するものとする。�　２　市町村長は、新たにその市町村の住民基本台帳に記録されるべき者につき住民票の記載をする場合において、その者がいずれの市町村においても住民基本台帳に記録されたことがない者であるときは、その者に係る住民票に第三十条の七第一項の規定により都道府県知事から指定された住民票コードのうちから選択するいずれか一の住民票コードを記載するものとする。この場合において、市町村長は、当該記載に係る者以外の者に係る住民票に記載した住民票コードと異なる住民票コードを選択して記載するものとする。�　３　市町村長は、前項の規定により住民票コードを記載したときは、速やかに、当該記載に係る者に対し、その旨及び当該住民票コードを書面により通知しなければならない。


� 塩野宏　行政法Ⅲ　ｐ１37


� 住民基本台帳法　第1条　この法律は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）において、住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録その他の住民に関する事務の処理の基礎とするとともに住民の住所に関する届出等の簡素化を図り、あわせて住民に関する記録の適正な管理を図るため、住民に関する記録を正確かつ統一的に行う住民基本台帳の制度を定め、もつて住民の利便を増進するとともに、国及び地方公共団体の行政の合理化に資することを目的とする。


�個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）


�行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第58号）


�独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第59号）


�兼子仁　新地方自治法　ｐ１６６－１６９


� ジュリスト1168巻１９９９．１２．１ｐ８１参照





�住民基本台帳法　第42条　第30条の17第１項若しくは第２項、第30条の31第１項若しくは第２項又は第30条の35第１項から第３項までの規定に違反して秘密を漏らした者は、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。


第６章　４２－５２条の罰則規定


電気通信事業法


第104条　電気通信事業者の取扱中に係る通信（第90条第２項に規定する通信を含む。）の秘密を侵した者は、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。　


２　電気通信事業に従事する者が前項の行為をしたときは、３年以下の懲役又は200万円以下の罰金に処する。


３　前２項の未遂罪は、罰する。





�第三十六条の二 　市町村長は、住民基本台帳又は戸籍の附票に関する事務の処理に当たつては、住民票又は戸籍の附票に記載されている事項の漏えい、滅失及びき損の防止その他の住民票又は戸籍の附票に記載されている事項の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。


２ 　前項の規定は、市町村長から住民基本台帳又は戸籍の附票に関する事務の処理の委託を受けた者が受託した業務を行う場合について準用する。 





�　第１５条　実施機関は、第８条の規定により登録された業務に係る個人情報について、区の機関以外のものに当該業務の目的の範囲を超える提供（以下「外部提供」という。）をしようとするときは、本人の同意を得なければならない。


２　前項の規定にかかわらず、実施機関は、つぎの各号のいずれかに該当する場合においては、本人の同意を得ないで、外部提供をすることができる。


　一　外部提供について法令に定めがあるとき。


　二　区民の生命・健康または財産に対する危険を避けるため、緊急かつやむ　　を得ないと認められるとき。


　三　前２号に掲げるもののほか、審議会の意見を聴いて、実施機関が特に必　　要があると認めるとき。


３　実施機関は、前項の規定により外部提供をしたときは、実施機関が定める事項を記録しておかなければならない。


４　実施機関は、第２項第二号に規定する場合において外部提供をしたときは、すみやかにその事実を本人に通知するとともに、審議会に報告しなければならない。


� 第三十条の三十七 　何人も、都道府県知事又は指定情報処理機関に対し、第三十条の五第三項又は第三十条の十一第三項の規定により磁気ディスクに記録されている自己に係る本人確認情報について、書面により、その開示（自己に係る本人確認情報が存在しないときにその旨を知らせることを含む。以下同じ。）を請求することができる。 


２ 　都道府県知事又は指定情報処理機関は、前項の開示の請求（以下この項及び次条第一項において「開示請求」という。）があつたときは、開示請求をした者（以下この項及び次条第二項において「開示請求者」という。）に対し、書面により、当該開示請求に係る本人確認情報について開示をしなければならない。ただし、開示請求者の同意があるときは、書面以外の方法により開示をすることができる。


� 第三十条の四十 　都道府県知事又は指定情報処理機関は、第三十条の三十七第二項の規定により開示を受けた者から、書面により、開示に係る本人確認情報についてその内容の全部又は一部の訂正、追加又は削除の申出があつたときは、遅滞なく調査を行い、その結果を当該申出をした者に対し、書面で通知するものとする。





